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別紙

委員長　　　　開会宣言
議長　　　　　あいさつ
副町長　　　　あいさつ

議案第33号

委員長　　　　本委員会に付託されました議案第33号　長久手町税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第33号について執行部の説明を求めます。
税務課長　　議案第33号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第33号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
原田委員　　　今の説明の中で扶養控除がなくなる話があったが、今回の税法改正　　　　　　は、子ども手当、高校授業料の無償化の財源として、扶養控除の廃止が提案されたと思うが、例えば、年少扶養控除は地方税でいくら控除されるのかなど、もう少し具体的に説明して下さい。
税務課長　　　この制度につきましては、子ども手当の設立により、所得控除から手当への政策の変更によりなされたものです。年齢としまして、子ども手当の対象者であります０歳から１５歳まで、この方につきましては、今、所得がほとんどないですから、扶養として地方税で言いますと３３万円の控除があります。この３３万円が控除から外れます。扶養の対象とはいたしません。１６歳から１８歳までの方については、今まで、特定扶養として上乗せがありました。基礎控除が３３万円に加え１２万円の上乗せになっておりますが、この１２万円分をなくして１６歳から１８歳の方は３３万円の扶養控除だけになります。この変更に伴い、地方税法でいう申告書の提出という形になります。これは地方税が所得税と違い、非課税限度額の上限に扶養親族の人数等を加味するためにどうしても必要というために残されました。今回新たに申告をするという形です。
原田委員　　　議案の概要の中では、今後の影響については、税収についてはほとんど影響ありませんということだが、例えば、年少扶養控除３３万円の控除が無くなると、１割の住民税の３万3,000円がかかる。16歳から19歳未満ですと12万円の控除がなくなるので、1万2,000円の住民税が増える。長久手町の税収になるのではないか。手当てをもらう人は、相殺するということだが、税としては増収になるのではないのか。そうすると、影響はありになるのではないのか。増収になりますと書くべきではないかと思うがいかがですか。
税務課長　　　実際、年少扶養につきましては、ざっと計算して、町税で約1億2,000万円の額になります。16歳から18歳までの特定扶養につきましては、約660万円の額になりますが、これにつきましては、２年先の事で、今、税収が下がっているので、加味しないでこのように記入しました。
原田委員　　　わかりました。第三十五条の三の二のところで、一　当該給与支払者の氏名または名称、二　扶養親族の氏名、三　その他施行規則で定める事項についてを、給与支払者を通じて提出しなければならないと書いてありますが、これは、給与所得者の場合は住民税の確定申告はしないで、年末調整だけの方が多く、普通の人はこういうことは知らない。事業者の方から知らせるということになると思うのだが、このへんの決定はどうなるのかということ。また、異動が生じた場合、三十五条三の二、２項では、次の給料の前までに申告書を町長に提出しなければならないとあるが、税金は年１回の申告で済む。扶養控除が異動した場合は、年度途中でも申告するとある。普通の人は年度途中で申告しないと思うがそのへんの絡みはどうですか。
税務課長　　　給与所得者の扶養控除申告書というのが、今までも会社にお勤めの方は、年末調整の時に作ってみえると思います。そこの中に新たに、年少扶養者の名前、生年月日を記入して出されることと思います。書き方については細かく国の方で定まっていません。それを受けまして、私どもが１月に事業所から頂きます給与支払報告書の摘要欄に、年齢、扶養対象者の名前が入ってくるのではないかと思います。３番目につきましては、事業所がすべて把握しておきなさいという意味あいのものと理解しています。

田崎委員　　　条例六十九条、固定資産評価員は従前、生活環境部長がされていましたが、今回、そこの文言を変えられるということで、どういう方針で、どなたが兼ねられるのか教えてください。
税務課長　　　この改正につきましては、平成９年に担当部長ということで総務部長、今は生活環境部長といった形で、職名で議会の同意を得ておりますけれども、地方税法４０４条の規定から、あて職ではなくて、人ごとに同意を得た方がより望ましいという形になりました。県内、各市町を確認しましても、ほとんどの市町でそのような取扱いでおりましたので、この際改めるというものです。部長ということになりますと、人が固定されますので、職員としまして全国的にみますと、税務課長がなる事が一番多く、二番目に部長、三番目に副町長がなっていることが多いです。職名でなく、職員ということで範囲を広げて適任者を選び同意していただくということです。
田崎委員　　　私も生活環境部長に固定せずに、こういう文言に変えられる事に私は賛成しています。長久手町として、どなたが評価員になるのか。これは、１人なのか、何人かなのかの方針はどのようですか。

税務課長　　　部長を予定しています。そして１名です。

田崎委員　　　この文言に整理して、柔軟にでられる方を、適任の方を評価員とされるという方針ですか。
税務課長　　　そのとおりです。

原田委員　　　たばこ税は、今までは財源確保として、嗜好性が高いので半分以上の税金をかけて、その一部が市町村にも交付税という形できていたが、今回の値上げに伴って、たばこ税の位置づけが変わったと聞いたことがあるが、その辺がどういう風に変ったか承知していますか。
税務課長　　　今回の税制大綱に明記されておりまして、たばこ税につきましては、国民の健康の観点からたばこの消費を抑制するため、将来に向かって税率を引き上げていく必要があるとされました。平成２２年につきましては、国と地方合わせて、１本当たり3.5円税率引き上げという形で、税制大綱で示されたものです。

原田委員　　　たばこ税の位置づけが変わったということで、町の行政においても何らかの影響があると思うが。健康を重視するということになってくると、税収として減ってくるけれど、町には割り当てが来ると。その割り当てに来た税額を財源として健康対策として特別に使えるのではないかと思うがどうですか。
副町長　　　　これがまだ、目的税という形に明確になってはいないので、これからこれがどう熟成していくかということになると思うが、国が言っているのは健康を害するので値上げしていき、徐々にたばこを吸う人を減らしていこうということで、そういう精神は汲みとって行かなくてはいけないと思いますが、目的税ではないので、今後それは考えていかなくてはいけないと考えています。

原田委員　　　よろしく検討願います。市町村では、たばこ小売業者に対して奨励金という制度が過去にあったようだが、長久手町は実施していたのかどうですか。

税務課長　　　私の知る限りではありません。

原田委員　　　非課税口座内の上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例を定めることで、平成２５年からとありますが、今も２割の課税に戻さなくてはいけないものが特例で１割にして、それが２年間延長になり、そのくだりで、２５年１月１日から次も連続して減税するという意味ですか。そこまでして、株式譲渡益を減税しなくてはいけないというのはどういう説明がされているのですか。
税務課長　　　金融一体化の取り組みの中で、個人の株式市場への参入を促進する政策の観点から少額の上場株式に係る配当所得及び、譲渡所得等を非課税措置とする。管理については、非課税口座で管理しなさいという形でして、昨年、延長しました２０％の配当所得の１０％軽減が生きております。それが２３年で終わるので、終わった後の２４年から新たな制度として始めるものです。

原田委員　　　中身は同じですか。少額と言ったが例えば、鳩山元首相がブリジストンの株を、トヨタの社長がトヨタ株を持っていて、何億円もの減税を恩恵を受けると報道がある。少額とあるが、ひっくるめて株の譲渡に恩恵を受けるのですか。

税務課長　　　今までのものと制度が変わります。非課税の要件としましては、新設で、個人で１００万円が上限です。１年間１口座につき１００万円以内の株式の取得に対して、１０年以内の配当は非課税、１０年以内に譲渡した場合の譲渡益も非課税です。３年間、新たに非課税口座を設ける事が出来ます。適用年は２４年２５年２６年の３年間です。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたし
ます。続いて、討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ござ
いませんか。
原田委員　　　今回の地方税法の一部改正は、民主党の子ども手当と高校の授業料の無償化の財源としてですが、本来なら、財源は国民の福祉、教育の条件環境を整備することであるならば、財源はほかに求めるべきで、住民税を増税にするというのは政策的には間違っていると思う。株式についても大口は廃止したが、１００万円までについて非課税にすることは反対です。

委員長　　　　他にございませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

それでは、採決を行います。議案第33号　長久手町税条例の一部を

改正する条例について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。
　　　　　　　挙手多数であります。（反対：原田委員）よって、議案第33号は原案のとおり可決することに決しました。
委員長　　　　以上で、本委員会に付託されました１議案の審議を終了いたしま　　　　　　した。
　それでは、閉会中の継続調査にいてお諮りいたします。委員の
お手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き
閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。
（異議なしの声あり）

　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に

申し出ておきますから、ご了承願います。
なお、委員長報告の作成については、正副委員長にご一任を願えますか。

　　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　以上で、建設環境委員会を閉会いたします。
午前１０時２８分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２２年６月１６日

建設環境委員会委員長　　浅井　たつお
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